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公共調達の適正化を図るための装備品等又は役務の調達における総合

評価落札方式の適用について（通知）

公共調達の適正化について（財計第２０１７号。平成１８年８月２５日。）によ

り通知された公共調達の適正化を図るための措置に係る標記について、別紙のとお

り定めたので通知する。

添付書類：別紙



別紙

公共調達の適正化を図るための装備品等又は役務の調達における総合

評価落札方式の適用について

１ 趣旨

この通知は、装備品等又は役務の調達に係る契約を総合評価落札方式を適用し

て行うために必要な事項を定めることを目的とする。

２ 用語の意義

この通知において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

⑴ 契約担当官等 防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第１０

８号）第２条に規定する契約担当官等をいう。

⑵ 装備品等 防衛省設置法（昭和２９年法律第１６４号。以下「法」という｡）

第４条第１項第１３号に規定する装備品等をいう。

⑶ コンピューター製品 コンピューター及び周辺機器(パッケージソフトウェ

アを含む。)並びにこれを主たる構成要素とする製品並びにコンピューター製

品の供給に付随するサービスの価額が当該製品の価額を超えない場合の当該サ

ービスをいう（情報システムに係るものを除き、日本の公共部門のコンピュー

ター製品及びサービスの調達に関する措置（平成４年１月２０日第１７回アク

ション・プログラム実行推進委員会決定）が適用されるものに限る。）。

⑷ コンピューター・サービス コンピューターの運用及びメインテナンス、コ

ンピューターへのデータ入力及びそのメインテナンス、コンピューター・シス

テムの開発及びそのメインテナンス、コンピューター・ソフトウェアの開発及

びそのメインテナンス、システム・インテグレーション・サービス、これらを

契約の目的とする人材派遣その他の関連サービスをいう（情報システムに係る

ものを除き、日本の公共部門のコンピューター製品及びサービスの調達に関す

る措置（平成４年１月２０日第１７回アクション・プログラム実行推進委員会

決定）が適用されるものに限る。）。

⑸ 電気通信機器 電話機及びファクシミリ等の端末機器、ＰＢＸ及びパケット

交換機等の交換機、多重化装置、モデム及びＤＳＵ等の伝送装置、基地局装置、

中継／受信／増幅装置、アンテナ、デジタル無線及びページャを含む無線端末

装置等の無線通信装置並びに光ファイバー・ケーブル、銅ケーブル等の通信ケ

ーブルをいう（情報システムに係るものを除き、日本の公共部門における電気

通信機器及びサービスの調達に関する措置（平成６年３月２８日第２１回アク

ション・プログラム実行推進委員会決定）が適用されるものに限る。）。

⑹ 電気通信サービス 電子メール、ボイス・メール、オンライン情報・データ

ベース取り出し、ＥＤＩ、高度・付加価値ファクシミリ、コード・プロトコル

変換、オンライン情報・データ処理、電気通信機器に係る運用・保守サービス、

システム・インテグレーション、カスタム・ソフトウエア開発、ネットワーク

管理・運用、コンサルティング、マネジメント及び分析・調査並びに将来生じ



る新たな高度又は付加価値サービスをいう（情報システムに係るものを除き、

日本の公共部門における電気通信機器及びサービスの調達に関する措置（平成

６年３月２８日第２１回アクション・プログラム実行推進委員会決定）が適用

されるものに限る。）。

⑺ 医療技術製品 薬事法施行令別表第１に掲げる器具器械、医療用品及び歯科

材料のうち動物用に用いられるものを除いたもの及び薬事法施行規則第 56 条

の２に規定される体外診断用医薬品をいう（情報システムに係るものを除き、

日本の公共部門における医療技術製品及びサービスの調達に関する措置（平成

６年３月２８日第２１回アクション・プログラム実行推進委員会決定）が適用

されるものに限る。）。

⑻ 医療技術サービス 医療技術製品又は医療技術製品に専ら用いるソフトウェ

アの設計をいう（情報システムに係るものを除き、日本の公共部門における医

療技術製品及びサービスの調達に関する措置（平成６年３月２８日第２１回ア

クション・プログラム実行推進委員会決定）が適用されるものに限る。）。

⑼ 情報システム スーパーコンピューター（スーパーコンピューターに係るサ

ービスのうちシステムの開発、ソフトウェアの開発又はシステム・インテグレ

ーション・サービスに限り、その他のスーパーコンピューターに係るサービス

又はスーパーコンピューター製品と一体的に整備する場合にあっては、当該そ

の他のスーパーコンピューターに係るサービス又はスーパーコンピューター製

品を含む。）、コンピューター・サービス（コンピューター・システムの開発、

コンピューター・ソフトウェアの開発又はシステム・インテグレーション・サ

ービスに限り、その他のコンピューター・サービス又はコンピューター製品と

一体的に整備する場合にあっては、当該その他のコンピューター・サービス又

はコンピューター製品を含む。）、電気通信サービス（電気通信機器に係るシ

ステム・インテグレーション又はカスタム・ソフトウェア開発に限り、その他

の電気通信サービス又は電気通信機器と一体的に整備する場合にあっては、当

該その他の電気通信サービス又は電気通信機器を含む。）又は医療技術サービ

ス（医療技術製品に専ら用いるソフトウェアの設計に限り、その他の医療技術

サービス又は医療技術製品と一体的に整備する場合にあっては、当該その他の

医療技術サービス又は医療技術製品を含む。）をいう。

⑽ 自動車 国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮

した契約の推進に関する基本方針（平成１９年１２月７日閣議決定）に則って

購入され、又は賃貸借されるものをいう。

⑾ 大臣官房長等 大臣官房長、防衛省本省の施設等機関の長、統合幕僚長、陸

上幕僚長、海上幕僚長、航空幕僚長、情報本部長、防衛監察監及び地方防衛局

長をいう。

３ 総合評価落札方式の適用

⑴ 契約担当官等は、別に定める場合を除き、次のアからオまでに掲げる装備品

等及び役務の調達に係る契約を行おうとする場合において、入札者の提示する

専門的知識、性能、機能、技術及び創意等（本号において「技術等」という。）

によって、調達価格の差異に比して事業の成果について予算決算及び会計令（昭



和２２年勅令第１６５号）第９１条第２項の規定による財務大臣に対する協議

（以下「財務大臣協議」という。）の結果に基づき求められる相当程度の差異

が生ずると認めるときは、会計機関等への事務の委任等について（防経会第５

４号。１９．１．４）第３項の規定により、総合評価落札方式を適用して行う

ことができる。

ア コンピューター製品及びコンピューター・サービス、電気通信機器及び電

気通信サービス並びに医療技術製品及び医療技術サービス(下記イに掲げる

ものを除く。）

イ 情報システム（その整備水準によっては国民に対して著しい不利益を与え

又は国に対して著しい損害を与えるおそれのあるものであって、既存のソフ

トウェアプロダクトの活用のみによっては整備できないものとして契約担当

官等が認めるものに限る。）

ウ 研究開発、調査又は広報に係る委任、請負その他業務委託

エ 自動車

オ 前記アからエまでに掲げるもののほか、調達要求をした者が当該調達に係

る契約に総合評価落札方式を適用することを要望する装備品等又は役務であ

って、調達管理部長が、技術等によって調達価格の差異に比して事業の成果

に相当程度の差異が生ずると認めるもの。

⑵ 前号の場合における落札方式、総合評価の方法等は、財務大臣協議が整った

又は整ったものとされる取扱及びこの通知の定めるところによる。

４ 入札公告等の時期

総合評価落札方式により落札者を決定する場合における入札の実施に係る公

告、公示又は通知は、競争性を確保するために十分な期間を確保して行わなけれ

ばならない。

５ 総合評価の方法

⑴ 入札者に提案させた機能、性能その他の条件は、恣意性を排した中立的で客

観的に検証可能な基準に則り、公正に評価しなければならない。

⑵ 契約担当官等は、前号の基準を作成し又は評価を行うにあたり、調達要求者

に必要な協力を求めることができる。

６ 委任規定

この通知の実施に関し必要な事項は、大臣官房長等及び防衛装備庁調達管理部

長がそれぞれの所掌について定めるものとする。


